
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　棒状の中心コア部と、筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する
連結部と、を備え、磁性体の線材を束ねて一体に形成されたコイル用一体コアの製造方法
であって、
　該線材の束をキャビティに充填するキャビティ充填工程と、
　該線材の充填された該キャビティに、該コイル用一体コアと型対称な凸型を挿入し、余
分な該線材を該キャビティから押し出す凸型挿入工程と、
　押し出された余分な該線材を除去する線材除去工程と、
を有するコイル用一体コアの製造方法。
【請求項２】
　棒状の中心コア部と、筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する
連結部と、を備え、磁性体の線材を束ねて一体に形成されたコイル用一体コアの製造方法
であって、
　該線材の束を、該コイル用一体コアと同じ形状の同形キャビティに充填する同形キャビ
ティ充填工程と、
　充填された該線材のうち、該同形キャビティからはみ出す該線材を切断する線材切断工
程と、
　該同形キャビティから該コイル用一体コアを取り出す一体コア取り出し工程と、
　切断された該線材および新しく補充された該線材を、該同形キャビティに充填する同形
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キャビティ再充填工程と、を有し、
　該線材切断工程から該同形キャビティ再充填工程までを繰り返し行うコイル用一体コア
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、中心コアと外周コアとが一体となったコイル用一体コア、およびこのコイル用
一体コアの製造方法、およびこのコイル用一体コアを用いた点火コイルに関する。
【０００２】
【従来の技術】
点火コイルは、一次コイル部の自己誘導作用により発生した電圧を、一次コイル部と二次
コイル部との相互誘導作用により昇圧し、点火プラグに火花を発生させる装置である。
【０００３】
点火コイルは、ハウジングと中心コアと二次スプールと一次スプールと外周コアとを備え
る。ハウジングは、円筒状であって点火コイルの外殻を形成する。中心コアは、棒状であ
ってハウジングのほぼ中央に配置されている。二次スプールは、筒状であって中心コアの
外周側に配置されている。二次スプールの外周面には、二次導線からなる二次コイル部が
配置されている。一次スプールは、筒状であって二次コイル部の外周側に配置されている
。一次スプールの外周面には、一次導線からなる一次コイル部が配置されている。外周コ
アは、スリットを有する筒状であって一次コイル部の外周側に配置されている。
【０００４】
図１２に、従来の中心コアと外周コアの配置図を示す。図に示すように、中心コア１００
は、互いに絶縁された短冊状の珪素鋼板１０１が、多数枚積層され形成されている。外周
コア１０２は、中心コア１００から離間して配置されている。外周コア１０２は、一枚の
珪素鋼板が丸められて形成されている。外周コア１０２は、点火コイル外に磁力線が漏出
するのを抑制している。外周コア１０２は、軸方向に延びるスリット１０３を有する。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、中心コア１００と外周コア１０２とは、別体として配置されている。この
ため、コイルの部品点数が多く、コイルの組み付けが煩雑である。本発明のコイル用一体
コアおよびその製造方法およびそれを用いた点火コイルは、上記課題に鑑みて完成された
ものである。したがって、本発明は、コイルの部品点数を少なくできるコイル用一体コア
、およびこのコイル用一体コアの簡単な製造方法、およびこのコイル用一体コアを用いた
点火コイルを提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　（１）上記課題を解決するため、本発明のコイル用一体コアは、棒状の中心コア部と、
筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する連結部と、を備え、磁性
体の線材を束ねて一体に形成され

ことを特徴とする。つまり、本発明のコイル用一体コアは、
従来の中心コアと外周コアとが一体化したものである。本発明のコイル用一体コアによる
と、コイルの部品点数が少なくて済む。このため、コイルの組み付けが容易になる。
【０００７】
（２）好ましくは、前記線材は、表面が絶縁層により覆われている構成とする方がよい。
上述したように、従来、中心コアは珪素鋼板が積層され形成されていた。この珪素鋼板の
断面積は比較的大きかった。このため、発生する渦電流損も大きかった。したがって、二
次コイル部に発生する電圧が低くなるおそれがあった。また、発熱量が大きくなるおそれ
があった。
【０００８】
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、且つ、前記連結部を形成する前記線材の延びる方向が
前記中心コア部を形成する前記線材の延びる方向および前記外周コア部を形成する前記線
材の延びる方向と同一である



これに対し、本構成の中心コア部および外周コア部は、比較的小径の線材が束ねられて形
成されている。そして、線材の表面は、絶縁層により覆われている。このため、本構成に
よると渦電流損が小さくなる。また、本構成によると発熱量が小さくなる。また、本構成
によると磁束回収率が向上する。
【０００９】
（３）好ましくは、上記（２）の構成において、前記外周コア部は、周方向に連続してい
る構成とする方がよい。前出の図１２に示すように、従来、外周コア１０２には、周方向
の絶縁を確保するためにスリット１０３が形成されていた。しかしながら、本構成の線材
は、絶縁層により絶縁が確保されている。このため、本構成の外周コア部はスリットを有
していない。すなわち、本構成の外周コア部は、周方向に連続している。したがって、本
構成によると、コイル用一体コアの製造が簡単になる。
【００１０】
（４）好ましくは、前記線材は、占積率の高い形状を呈している構成とする方がよい。占
積率とは、コイル用一体コアの体積に対する線材体積の占める割合をいう。例えば、線材
同士の間に隙間が介在すると、隙間体積の分だけ占積率が低下する。このため、コイルの
電圧変換効率が低下する。そして、二次コイル部に発生する電圧が低くなる。
【００１１】
この点、本構成のコイル用一体コアを形成する線材は、占積率の高い形状を呈している。
したがって、本構成によると、二次コイル部に所望の高電圧を発生させることができる。
【００１２】
（５）好ましくは、上記（４）の構成において、前記線材は、六角柱状を呈している構成
とする方がよい。本構成によると、線材同士の間に隙間が形成されない。すなわち、線材
を密に配置することができる。このため、本構成によると、より確実に、二次コイル部に
所望の高電圧を発生させることができる。
【００１３】
（６）好ましくは、前記線材同士が軸方向に継がれた継ぎ目を持つ構成とする方がよい。
つまり、本構成は、線材を継ぎ足してコイル用一体コアを形成するものである。本構成に
よると、比較的長さが短い線材を有効利用することができる。このため、コイル用一体コ
アの製造コストが低くなる。
【００１４】
（７）また、上記課題を解決するため、本発明のコイル用一体コアの製造方法は、棒状の
中心コア部と、筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する連結部と
、を備え、磁性体の線材を束ねて一体に形成されたコイル用一体コアの製造方法であって
、該線材の束をキャビティに充填するキャビティ充填工程と、該線材の充填された該キャ
ビティに、該コイル用一体コアと型対称な凸型を挿入し、余分な該線材を該キャビティか
ら押し出す凸型挿入工程と、押し出された余分な該線材を除去する線材除去工程と、を有
することを特徴とする。
【００１５】
つまり、本発明のコイル用一体コアの製造方法は、キャビティ充填工程と凸型挿入工程と
線材除去工程とを有するものである。キャビティ充填工程においては、型のキャビティに
線材の束を充填する。凸型挿入工程においては、コイル用一体コアと型対称な形状の凸型
を、線材束が充填されたキャビティに挿入する。凸型をキャビティに挿入すると、コイル
用一体コアを形成しない余分な線材が、キャビティから押し出される。線材除去工程にお
いては、この余分な線材を除去する。本発明の製造方法によると、比較的簡単にコイル用
一体コアを製造することができる。
【００１６】
（８）また、上記課題を解決するため、本発明のコイル用一体コアの製造方法は、棒状の
中心コア部と、筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する連結部と
、を備え、磁性体の線材を束ねて一体に形成されたコイル用一体コアの製造方法であって
、該線材の束を、該コイル用一体コアと同じ形状の同形キャビティに充填する同形キャビ
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ティ充填工程と、充填された該線材のうち、該同形キャビティからはみ出す該線材を切断
する線材切断工程と、該同形キャビティから該コイル用一体コアを取り出す一体コア取り
出し工程と、切断された該線材および新しく補充された該線材を、該同形キャビティに充
填する同形キャビティ再充填工程と、を有し、該線材切断工程から該同形キャビティ再充
填工程までを繰り返し行うことを特徴とする。
【００１７】
つまり、本発明のコイル用一体コアの製造方法は、同形キャビティ充填工程と線材切断工
程と一体コア取り出し工程と同形キャビティ再充填工程とを有するものである。また、線
材切断工程と一体コア取り出し工程と同形キャビティ再充填工程とを繰り返し行うもので
ある。
【００１８】
同形キャビティ充填工程においては、型の同形キャビティに線材の束を充填する。ここで
、同形キャビティは、コイル用一体コアと同じ形状を呈している。このため、線材を同形
キャビティに充填しても、コイル用一体コアを形成しない余分な線材は、同形キャビティ
に入ることができない。このため、余分な線材は、同形キャビティからはみ出すことにな
る。線材切断工程においては、このはみ出した線材を切断する。はみ出した線材を切断す
ると、線材束はコイル用一体コアの形状となる。一体コア取り出し工程においては、この
コイル用一体コアを取り出す。同形キャビティ再充填工程においては、空になった同形キ
ャビティに、先程はみ出した線材と、新たに補充された線材とを、充填する。この後、線
材切断工程と一体コア取り出し工程と同形キャビティ再充填工程とを繰り返し行う。
【００１９】
本発明の製造方法によると、簡単にコイル用一体コアを量産することができる。また、本
発明の製造方法によると、同形キャビティ充填工程で余った線材は、同形キャビティ再充
填工程に利用される。同様に、この同形キャビティ再充填工程で余った線材は、次回の同
形キャビティ再充填工程で利用される。このように、本発明の製造方法によると、余った
線材を捨てることなく使うことができる。このため、線材スクラップが発生しない。した
がって、本発明の製造方法によると、コイル用一体コアの製造コストが低くなる。
【００２０】
なお、本発明の製造方法により製造されたコイル用一体コアには、線材同士が軸方向に継
がれた継ぎ目が形成される。
【００２１】
　（９）また、上記課題を解決するため、本発明の点火コイルは、ハウジングと、該ハウ
ジング内のほぼ中央に配置された棒状の中心コア部と、該ハウジングの内周面に近接して
配置された筒状の外周コア部と、該中心コア部と該外周コア部とを連結する連結部と、を
備え、磁性体の線材を束ねて一体に形成され

コイル用一体コアと、該中心コア部と該外周コア
部との間に介装される一次コイル部と、該中心コア部と該外周コア部との間に介装される
二次コイル部と、を備えてなることを特徴とする。
【００２２】
つまり、本発明の点火コイルは、前出の図１２に示す従来の点火コイルの中心コア１００
および外周コア１０２として、コイル用一体コアを配置するものである。本発明の点火コ
イルによると部品点数が少なくて済む。また、一次コイル部および二次コイル部は、中心
コア部と外周コア部との間隔を目安に介装すればよい。このため、本発明の点火コイルに
よると一次コイル部および二次コイル部の組み付けが容易である。
【００２３】
（１０）好ましくは、上記（９）の構成において、前記線材は、表面が絶縁層により覆わ
れている構成とする方がよい。線材は比較的小径である。したがって、本構成によると渦
電流損が小さくなる。このため、点火プラグに所望の高電圧を印加することができる。ま
た、本構成によると発熱量が小さくなる。また、本構成によると磁束回収率が向上する。
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、且つ、前記連結部を形成する前記線材の延
びる方向が前記中心コア部を形成する前記線材の延びる方向および前記外周コア部を形成
する前記線材の延びる方向と同一である



【００２４】
（１１）好ましくは、上記（１０）の構成において、前記外周コア部は、周方向に連続し
ている構成とする方がよい。本構成の外周コア部はスリットを有しない。このため、点火
コイル組み付け時において、ハウジング内にてスリット間隔を確保する必要がない。した
がって、本構成によると点火コイルの組み付けが簡単になる。
【００２５】
（１２）好ましくは、上記（９）の構成において、前記線材は、占積率の高い形状を呈し
ている構成とする方がよい。本構成によると、点火プラグに所望の高電圧を印加すること
ができる。
【００２６】
（１３）好ましくは、上記（１２）の構成において、前記線材は、六角柱状を呈している
構成とする方がよい。本構成によると、より確実に、点火プラグに所望の高電圧を印加す
ることができる。
【００２７】
（１４）好ましくは、上記（９）の構成において、前記コイル用一体コアは、前記線材同
士が軸方向に継がれた継ぎ目を持つ構成とする方がよい。本構成のコイル用一体コアは、
線材が継ぎ足されて形成されている。本構成によると、比較的長さが短い線材を有効利用
することができる。このため、点火コイルの製造コストが低くなる。
【００２８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の点火コイルの実施の形態について説明する。なお、本発明のコイル用一体
コアおよびその製造方法についての実施の形態も併せて説明する。
【００２９】
（１）第一実施形態
まず、本実施形態の点火コイルの構成について説明する。図１に、本実施形態の点火コイ
ルの軸方向断面図を示す。図に示すように、点火コイル１は、ハウジング２とコイル用一
体コア３と二次スプール４と二次コイル部４０と一次スプール５と一次コイル部５０とコ
ネクタ部６と高圧部７とを備える。
【００３０】
ハウジング２は、樹脂製であって円筒状を呈している。コネクタ部６は、コネクタ６０と
イグナイタ６１とを備える。コネクタ６０は、ハウジング２の上端外方に突出して配置さ
れている。イグナイタ６１は、ハウジング２の上方開口のほぼ中央に収納されている。
【００３１】
コイル用一体コア３は、中心コア部３０と外周コア部３１と連結部３２とを備える。中心
コア部３０は、ハウジング２のほぼ中央であってイグナイタ６１の下方に配置されている
。外周コア部３１は、ハウジング２内周面に近接して配置されている。連結部３２は、中
心コア部３０の上端と外周コア部３１の上端とを連結している。なお、コイル用一体コア
３については、後で詳しく説明する。
【００３２】
二次スプール４は、樹脂製であって円筒状を呈している。二次スプール４は、中心コア部
３０の外周側に配置されている。二次コイル部４０は、二次導線（図略）が巻回され形成
されている。二次コイル部４０は、二次スプール４の外周面に配置されている。
【００３３】
一次スプール５は、樹脂製であって円筒状を呈している。一次スプール５は、二次コイル
部４０の外周側に配置されている。一次コイル部５０は、一次導線（図略）が巻回され形
成されている。一次コイル部５０は、一次スプール５の外周面に配置されている。一次コ
イル部５０は、前記イグナイタ６１に電気的に接続されている。なお、一次コイル部５０
の外周側には、前記外周コア部３１が配置されている。
【００３４】
高圧部７は、高圧ターミナル７０とコイルスプリング７１とプラグキャップ７２とを備え
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る。高圧ターミナル７０は、金属製であって下方に開口するカップ状を呈している。高圧
ターミナル７０の上底壁上面からは、突起が立設されている。この突起は、二次スプール
４の下端開口に挿入されている。また、この突起は二次コイル部４０に電気的に接続され
ている。コイルスプリング７１は、金属製であって螺旋状を呈している。コイルスプリン
グ７１は、高圧ターミナル７０の上底壁下面に固定されている。プラグキャップ７２は、
ゴム製であって円筒状を呈している。プラグキャップ７２は、ハウジング２の下端縁に環
装されている。プラグキャップ７２の内周側には、点火プラグ（図略）が圧入される。ま
た、コイルスプリング７１は、点火プラグに弾接している。
【００３５】
エポキシ樹脂９は、ハウジング２内において上記各部材間に浸透している。そして、エポ
キシ樹脂９は、各部材間の絶縁を確保している。また、エポキシ樹脂９は、各部材を固定
している。
【００３６】
次に、本実施形態の点火コイルの動きについて説明する。エンジン制御装置（ＥＣＵ）か
らの電気信号は、イグナイタ６１の電気回路部（図略）に伝達される。伝達された電気信
号により、イグナイタ６１は一次コイル部５０に供給する電流を断続する。電流を断続す
ると、相互誘導作用により、二次コイル部４０に高電圧が発生する。この高電圧が、高圧
ターミナル７０およびコイルスプリング７１を介して、点火プラグに印加される。
【００３７】
次に、本実施形態の点火コイルのコイル用一体コアについて詳述する。図２に、本実施形
態のコイル用一体コアの部分断面図を示す。図に示すように、中心コア部３０は、丸棒状
を呈している。また、外周コア部３１は、円筒状を呈している。また、中心コア部３０と
外周コア部３１とをつなぐ連結部３２は、円板状を呈している。コイル用一体コア３は、
多数の線材が束ねられて一体に形成されている。
【００３８】
図３に、図２中円Ａ内の拡大図を示す。図に示すように、線材３３は、セメンジュール製
であって六角柱状を呈している。線材３３の表面は、酸化被膜からなる絶縁層３４により
覆われている。隣り合う線材３３の絶縁層３４同士は、隙間なく密に配置されている。
【００３９】
次に、本実施形態の点火コイルの効果について説明する。本実施形態の点火コイル１には
、コイル用一体コア３が配置されている。このため、中心コアと外周コアとを別々に配置
する場合と比較して、部品点数が少なくて済む。
【００４０】
また、線材３３の表面は、絶縁層３４により覆われている。言い換えると、小径の線材３
３同士は絶縁層３４により電気的に隔離されている。このため、本実施形態の点火コイル
は渦電流損が小さい。また、本実施形態の点火コイルは発熱量が小さい。また、本実施形
態の点火コイルは磁束回収率が高い。
【００４１】
また、外周コア部３１は、周方向に連続しており、スリットを有しない。このため、点火
コイル１組み付け時において、ハウジング２内にてスリット間隔を確保する必要がない。
【００４２】
また、線材３３は、六角柱状を呈している。このため、線材３３の占積率は非常に高い。
したがって、点火プラグに所望の高電圧を、確実に印加することができる。
【００４３】
次に、本実施形態の点火コイルのコイル用一体コアの製造方法について説明する。本実施
形態の製造方法は、キャビティ充填工程と凸型挿入工程と線材除去工程とを有する。
【００４４】
線材は、粗線材を六角形状のダイスから引き抜くことにより作製される。線材の表面は、
引き抜き後の線材を熱処理して形成された絶縁層により覆われている。
【００４５】
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キャビティ充填工程においては、図４に示すように、金型８に形成された円柱状のキャビ
ティ８０に、線材３３を充填する。なお、隣り合う線材３３同士の間には、例えばエポキ
シ樹脂などの熱硬化性樹脂からなる樹脂粉が浸透している。
【００４６】
凸型挿入工程においては、図５に示すように、円筒状の凸型８１をキャビティ８０に挿入
する。凸型８１を挿入すると、余剰線材３３０がキャビティ８０から押し出される。
【００４７】
線材除去工程においては、キャビティ８０から押し出された余剰線材３３０を切除する。
余剰線材３３０を切除すると、キャビティ８０に、コイル用一体コアの形状が形成される
。それから、このコイル用一体コアを加熱する。そして、線材３３間に浸透する樹脂粉を
熱硬化させる。この熱硬化により、コイル用一体コアの形状を固定する。そして、最後に
完成したコイル用一体コアをキャビティ８０から取り出す。このようにして、コイル用一
体コアを製造する。本実施形態の製造方法によると、特別な装置などを用いることなく、
比較的簡単にコイル用一体コアを製造することができる。
【００４８】
（２）第二実施形態
本実施形態と第一実施形態との相違点は、コイル用一体コアに線材同士が軸方向に継がれ
た継ぎ目が形成されている点である。したがって、ここでは相違点についてのみ説明する
。
【００４９】
図６に、本実施形態のコイル用一体コアの外周コア部下端付近の部分断面図を示す。なお
、図２および図３と対応する部位については、同じ記号で示す。図に示すように、外周コ
ア部３１には、線材３３同士が軸方向に継がれた継ぎ目３５が形成されている。
【００５０】
本実施形態のコイル用一体コアの製造方法は、同形キャビティ充填工程と線材切断工程と
一体コア取り出し工程と同形キャビテイ再充填工程とを有する。
【００５１】
同形キャビティ充填工程においては、まず、図７に示すように、線材充填装置８３を金型
８１の同形キャビティ８２の直上に配置する。線材充填装置８３には多数の線材３３がセ
ットされている。なお、線材３３は、第一実施形態と同様の方法で作成する。同形キャビ
ティ８２は、コイル一体コアと同じ形状を呈している。次に、図８に示すように、線材充
填装置８３から同形キャビティ８２に線材３３を流下させる。そして同形キャビティ８２
に線材３３を充填する。なお、隣り合う線材３３同士の間には、例えばエポキシ樹脂など
の熱硬化性樹脂からなる樹脂粉が浸透している。ここで、同形キャビティ８２底面は、凹
凸状を呈している。このため、同形キャビティ８２からはみ出す余剰線材３３０が発生す
る。
【００５２】
線材切断工程においては、同形キャビティ８２からはみ出す余剰線材３３０を切断する。
余剰線材３３０を切断すると、同形キャビティ８２に、コイル用一体コアの形状が形成さ
れる。それから、このコイル用一体コアを加熱する。そして、線材３３間に浸透する樹脂
粉を熱硬化させる。この熱硬化により、コイル用一体コアの形状を固定する。
【００５３】
一体コア取り出し工程においては、図９に示すように、金型８１をスライド移動させる。
そして、同形キャビティ８２から、完成したコイル用一体コア３を取り出す。その後、同
形キャビティ８２が空になった金型８１は、再び線材充填装置８３の直下にスライド移動
する。
【００５４】
同形キャビティ再充填工程においては、図１０に示すように、空になった同形キャビティ
８２に、先程の余剰線材３３０を流下させる。また、図１１に示すように、新たに補充さ
れた補充線材３３１（図中、ハッチングして示す。）を同形キャビティ８２に流下させる
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。すなわち、本工程においては、余剰線材３３０と補充線材３３１とにより、同形キャビ
ティ８２が充填される。その後、再び行われる線材切断工程において、余剰線材３３０お
よび補充線材３３１が切断される。また、再び行われる一体コア取り出し工程において、
余剰線材３３０と補充線材３３１との継ぎ目３５を持つコイル用一体コアが取り出される
。また、再び行われる同形キャビテイ再充填工程において、新たな補充線材が同形キャビ
ティ８２に供給される。
【００５５】
本実施形態によると、比較的簡単にコイル用一体コアを量産することができる。また、本
実施形態によると、線材スクラップの発生を抑制することができる。したがって、コイル
用一体コアひいては点火コイルの製造コストが低くなる。
【００５６】
（３）その他
以上、本発明の点火コイルの実施の形態について説明した。また、コイル用一体コアおよ
びその製造方法の実施の形態について説明した。しかしながら、実施形態は上記形態に特
に限定されるものではない。当業者が行いうる種々の変形的形態、改良的形態で実施する
ことも可能である。
【００５７】
例えば、上記実施形態においては、コイル用一体コアの形状を熱硬化性樹脂により固定し
た。しかしながら、例えば線材束をプレス成形することによりコイル用一体コアの形状を
固定してもいい。言い換えると、本発明のコイル用一体コアの製造方法は、上記実施形態
の製造方法に特に限定されるものではない。
【００５８】
また、上記実施形態においては、セメンジュール製の線材を用いたが、線材の材質は特に
限定しない。磁性材であればよい。また、絶縁層の材質も特に限定しない。例えば、Ｓｉ
Ｏ 2、Ａｌ 2Ｏ 3、ＰＥ、ＰＰ、ＰＳ、ＰＭＭＡ、ＰＢＴ、ＰＣ、ＰＥＴなどにより絶縁層
を形成してもよい。
【００５９】
また、線材の線径も特に限定しない。高周波における劣化が少ないため、線径は小さい方
が好ましい。しかしながら、線材の線径が小さくなると、その分線材表面積が大きくなる
。このため、線材表面に絶縁層を配置する場合、線材の占積率が低下してしまう。そこで
、線材の線径は、占積率との兼ね合いを考慮した上で、適切な値に設定すればよい。なお
、本発明のコイル用一体コアは、例示した点火コイル以外の他のコイル、例えば変圧器な
どに用いることも可能である。
【００６０】
【発明の効果】
本発明のコイル用一体コアによると、コイルの部品点数を少なくすることができる。また
、本発明のコイル用一体コアの製造方法によると、コイル用一体コアを簡単に製造するこ
とができる。また、本発明の点火コイルによると、点火コイルの部品点数が少なくなる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　第一実施形態の点火コイルの軸方向断面図である。
【図２】　第一実施形態のコイル用一体コアの部分断面図である。
【図３】　図２の円Ａ内の拡大図である。
【図４】　第一実施形態のコイル用一体コアの製造方法におけるキャビティ充填工程を示
す図である。
【図５】　第一実施形態のコイル用一体コアの製造方法における凸型挿入工程を示す図で
ある。
【図６】　第二実施形態のコイル用一体コアの外周コア部下端付近の部分断面図である。
【図７】　第二実施形態のコイル用一体コアの製造方法における同形キャビティ充填工程
の前半を示す図である。
【図８】　第二実施形態のコイル用一体コアの製造方法における同形キャビティ充填工程
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の後半を示す図である。
【図９】　第二実施形態のコイル用一体コアの製造方法における一体コア取り出し工程を
示す図である。
【図１０】　第二実施形態のコイル用一体コアの製造方法における同形キャビティ再充填
工程の前半を示す図である。
【図１１】　第二実施形態のコイル用一体コアの製造方法における同形キャビティ再充填
工程の後半を示す図である。
【図１２】　従来の点火コイルの中心コアと外周コアの配置図である。
【符号の説明】
１：点火コイル、２：ハウジング、３：コイル用一体コア、３０：中心コア部、３１：外
周コア部、３２：連結部、３３：線材、３３０：余剰線材、３３１：補充線材、３４：絶
縁層、３５：継ぎ目、４：二次スプール、４０：二次コイル部、５：一次スプール、５０
：一次コイル部、６：コネクタ部、６０：コネクタ、６１：イグナイタ、７：高圧部、７
０：高圧ターミナル、７１：コイルスプリング、７２：プラグキャップ、８：金型、８０
：キャビティ、８１：金型、８２：同形キャビティ、８３：線材充填装置、９：エポキシ
樹脂。
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】
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